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１ 監査の対象  
   市民環境部に係る財務に関する事務の執行状態並びに事業の管理状態につい

て監査を実施。 
 
 
２ 監査基準日・監査の範囲  
   平成２１年９月３０日現在の財務及び事務に関すること 
 
 
３ 監査の実施日 

市民環境部 国民健康保険課 平成２１年１１月１２日 午前９時から 

    〃   戸籍住民課   平成２１年１１月１２日 午前１１時から 

    〃   市民活動支援課 平成２１年１１月１２日 午後１時３０分から 

    〃   ごみ減量課   平成２１年１１月１２日 午後３時３０分から 

 
 
４ 監査の方法 
   監査の対象となった一般会計・国民健康保険特別会計・老人保健特別会計・後

期高齢者医療特別会計の下記項目について、市民環境部から提出された資料に基

づき説明聴取を行うとともに、関係帳簿、証憑書類の突合及び計算突合等により

関係諸記録を相互に付き合わせ、その記録又は計算の成否を確かめた。 
    １「平成２０年度定期監査指摘要望事項措置状況報告書」 

２「職員の事務分掌表」 

３「主要事務事業の概要」 

４－①「懸案事項及び業務に関する問題点」 

４－②「指定事項調書」 

  【市民活動支援課】 

① 市民ボランティア・ＮＰＯ助成事業の採択要件と実績状況について 

② 市民協働講座・活動支援講座の実績状況について 

③ 笛吹市男女共同参画推進条例制定の経緯と進捗状況について 

  【戸籍住民課】 

① 住基カードの利用状況（設置施設別）について 

② 休日での利用状況（平日との利用率の比較等）について（昨年から

現在まで） 

  【ごみ減量課】 

① ミックスペーパー、その他プラの分別排出と可燃ごみの減量状況に

ついて 

② 太陽光発電事業の申請状況について 

③ バイオディーゼル燃料精製事業の実績（旅館、ホテルからのアンケ

ート結果及び回収状況)と検証について 
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  【国民健康保険課】 

① 特定健康診査の実施状況について 

② 保険料滞納対策状況について 

５－①「委託契約（一般委託）（予定）調書」 

５－②「委託契約（工事関連委託）（予定）調書」 

６「負担金補助及び交付金支出（予定）状況調書」 

７「工事請負実施（予定）調書」 

８「公有財産購入に関する調書」 

９「歳入状況調書」 

10「歳出状況調書」 

11「滞納状況調書」 

16「郵便切手受払状況」 

17「現金出納検査」 

 
 
５ 監査の着眼点 
  監査にあたり次の点に着眼し監査を行った。 

・ 事務事業が法、条例規則等に則り適正に行われているか。 
・ 住民サービス向上の観点から、現行の事務事業が適正なものか否か。 
・ 歳入歳出予算の執行が適切に行われているか。 
・ 契約事務の手続は適切か。 

 
 
６ 監査の結果 
（１）予算・財務に関する事務 
   平成２１年９月３０日現在における市民環境部から提出された一般会計・国

民健康保険特別会計・老人保健特別会計・後期高齢者医療特別会計歳入歳出状

況調書の金額は、監査の結果関係帳簿等の記載金額と一致し適正に執行されて

いた。郵便切手については、国民健康保険課、戸籍住民課において所有してい

るが、保管枚数と受払簿に間違いはなく、適正に管理されていた。現金出納に

ついては、関係諸帳簿と照合した結果適正に行われていることを確認した。支

出伝票関係については、検査の結果適正に処理されていた。 
 
（２）事務・事業の執行状況 
   市民環境部に係る主な事務事業の執行については、良好であると認められる。 
   なお、監査において気がついた点を後述するので、今後適切な措置を講じら

れたい。 
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７ 指摘・要望事項 

①八代源泉の管理については、未利用状態が続き管理費だ

けがかかっているので、地元や関係機関とも十分協議を

して、閉鎖等の具体的な措置を講じること 

②温泉施設の環境衛生面及び利用者に対する職員の対応

等については、細心の注意を図り、利用者が気持ちよく

利用出来るように、健全な運営が出来るように指導を徹

底すること。 

③放置自転車等の処分方法については、条例等の改正やリ

サイクル等の検討を行うことによって、放置自転車等の

縮減に繋がると思われるので、関係部局等とも協議をし

て、有意義な利用方法を考えること。（自転車が必要な

のに買えない子供に貸す等） 

市民活動 
支 援 課 

事務

事業 

④地域づくり支援サイト事業については、まだまだ市民に

浸透していない状況であるので、ＰＲについては、いろ

んな方面から情報発信を行ない、大勢の方が利用出来る

ようにすること。 

①住基カードの普及については、一定の成果が出て来てい

る。これにより窓口業務の事務量の減少にも繋がると思

われるので、今後も積極的に推進すること。 

 
戸籍住民課 

 
②休日窓口業務については、住民の利便性を図るための業

務であるが、健康管理の面からも、職員の勤務体制につ

いては、代休等が取れ易い職員配置を検討すること。 

①ミックスペーパー・その他プラの分別収集場所の増設に

ついては、場所の選定方法について、いろいろな状況が

考えられるが、地区とも十分協議をして、可燃ゴミの減

量に努めること。また、排出量に基づく各区の順位表に

ついては、定期的に広報等で市民に周知をして、ゴミ減

量の意識を高めるようにすること。 

事務

事業 

②富士見地区環境整備事業については、用地取得等今後の

事業推進には十分検討し、適正な事業を行うこと。 

ごみ減量課 

伝票に

ついて 

①検査調書の備考欄には、立会人の職・指名を記入するこ

と。 
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①保険証の喪失手続については、喪失者の認識不足等も考

えられるが、周知等を徹底し関係機関とも連携を図り、

速やかに手続が行われるようにすること。 
事務

事業 ②国民健康保険税の滞納が依然として増加のしている、昨

年秋以来の大不況の影響等もあるが、公平性の面からも

厳正な対応をして、滞納縮減について具体的な計画を立

て、国民健康保険財政の健全化を図られたい。 

国民健康 
保 険 課 

伝票に

ついて 

①支出伝票の債権者欄の住所については、市町村名及び地

番まで記入すること。 
 
 
８ 前年度定期監査指摘要望事項に対する対応措置について 
  平成２０年度定期監査において指摘された事項については、以下のとおりその対

応措置が示された。 
 

【市民活動支援課】 

《指摘要望事項①》 

  使用されていない八代源泉については、地元と協議をする中で今後の方向性を明確にされた

い。 

《対応措置の内容》 

  八代源泉の温度は 31℃と低く、温泉成分としては認められるが、湯量も少なく利用目的が決

まらないまま今日に至っている。八代源泉の管理用鍵は八代支所が管理をしており、市民活動

支援課としては、ポンプの電気代の基本料金 13,387 円/月を予算計上している現状である。以

前、八代支所より簡易温泉スタンドの計画が出されたが、地元での管理ができないとの意見が

あり実施されず現在に至った経過がある。八代支所でも、これまでの経過を踏まえ地元の意見

を聞いているが、具体的な利用方法や方向性はまとまっていない。今後源泉掘削の経過等を踏

まえながら八代支所を窓口に検討していく。 

《指摘要望事項②》 

  結婚相談所については、社会情勢の変化に伴い相談者のニーズも多様化していることから、

事業のあり方を検討し、事業内容の見直しを行うこと。 

《対応措置の内容》 

  ○事業内容の見直しの一環として、要綱改正を行った。 

  旧要綱では設置目的が「幸せな家庭づくりを促進するため」という曖昧なものであったため、

今回の改正で結婚相談員・登録者・行政三者の役割を明確にした上で、｢結婚を希望する市民に

結婚の成立を支援する｣という目的を定めた。これに伴い、事業の成果指標の重点を、登録者間

での成婚率から登録者が成婚するための過程(日ごろの相談員との面談や電話での相談、お見合

い件数など)へとシフトした。 

  また、具体的な運営方法の変更点として、事前に登録者からとったアンケート結果に基づき、
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プライバシーに配慮した会場設定、担当制の強化、結婚相談員の活動報告書の提出、登録時の

身分証明書･独身証明書の提出義務化等、登録者ニーズに応えながら行政の設置する結婚相談所

としての安全性と信頼性の確保を図っている。 

  ○結婚相談員(2 年任期)について、平成 21 年 4 月に新規相談員 20 名の委嘱を行い、6月より

新規相談所を再開した。 

  相談所のリニューアル期間(4～5 月)に登録者のアンケートを実施し、登録継続意志を確認し

たところ、旧登録者 103 名(男 69 名、女 34 名)中 43 名（男 32 名、女 11 名）が継続登録を行っ

た。 

・新規相談所開設後、10 月 18 日現在 67 名（男 48 名、女 19 名）となっている。 

・6月～9月の結婚相談所の開設は、述べ 8日(12 クール:日曜日は午前、午後)開設した。 

・相談所利用者は、新規相談者 23 件、登録者面談 44 件(内お見合い利用 3件) 

○出会いイベントは、相談員の負担軽減と民間活用の観点から、民間業者への委託を前提に 

セミナーとイベントを各 1回開催する予定である。 

《指摘要望事項③》 

  伝票に決済日が記入されていないものが多いので、必ず記入する事。 

《対応措置の内容》 

  決裁印を受けた後、決済日を必ず記入し処理をする。 

 

【ごみ減量課】 

《指摘要望事項①》 

  バイオディーゼル事業におけるＢＤＦ燃料の精製量の増加が見込まれるため、的確な消費拡

大を実施すること。 

《対応措置の内容》 

  平成 21 年度 9 月末現在において、精製量並びに使用量は約 5,500ℓである。ＢＤＦ事業とし

て市内学校・保育所・一般家庭を収集対象としているが本年度よりモデル事業(2 事業所)とし

てホテル・旅館からの廃食油を新たに対象に加えたことから収集量はマニフェスト予測(8,000

ℓ)を超えている。 

  ＢＤＦ検討委員会を開催し、従前のごみ収集車及び公用車での使用に加え新たな利用先とし

て旅館・ホテル等の送迎車での利用、又、機種にもよるがボイラー燃料としての利用できるこ

とから、循環型社会の形成及び地球温暖化防止対策と合わせ利用する方向付けがなされた。 

  今後の課題として、販売価格の設定及び市民への利用還元方法も合わせて検討する必要があ

る。 

《指摘要望事項②》 

  伝票に決済日が記入されていないものが多いので、必ず記入する事。 

《対応措置の内容》 

  課内におけるチェック体制を再度確認し、記入漏れのないよう気をつける。 

 
【国民健康保険課】 

《指摘要望事項①》 

  厳しい財政状況であるため、国民健康保険財政の長期試算による財政計画を作成し、健全な
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運営を図られたい。 

《対応措置の内容》 

  平成 20 年度の制度改正で財政上大きな影響を及ぼす改正は次の２点である。 

  第１に、後期高齢者制度の発足により 75 歳以上の方が後期に移行したため、75 歳以上の方

の保険税がなくなった。第２に、65 歳以上 74 歳未満(前期高齢者)の方の医療費について、全

ての保険者間で広域化が図られ、加入者数に応じ前期高齢者交付金及び負担金で医療給付費が

平準化された。 

  上記の改正について、本年度は 2 年目にあたり、長期試算を行いたいところですが、昨年夏

からの 100 年に 1 度と言われる不況の波をかぶり、被保険者の所得の減少、失業者の国保加入

など、国保を取り巻く環境は著しく悪化するばかりである。このような状況の下、平成 21 年度

の本算定においては、所得の減少による国保税の減少や医療費の増嵩により、不足する財源を

賄うためには大幅な国保税の引き上げが必要な状況にあったが、大幅な負担増は困難な状況に

あることから、運営協議会にも諮ったうえで医療費の自然増分の 5.36％の引き上げにとどめ、

不足分 293,000 千円を一般会計からの基準外繰入れを行うことで賄った状況にあり、経済情勢

回復の見通しがつかない中での長期財政計画の作成は困難な状況にある。 

なお、政権交代による後期高齢者の取扱いを含め、診療報酬の見直し、出産一時金の増額等

制度改正が予想されるなか、長期計画は見通しが立たないが、なるべく早い時期に「財政健全

化計画」の作成を目指し国保財政の健全化を図る予定。 

《指摘要望事項②》 

  引き続き滞納縮減に取り組むとともに、国民健康保険から社会保険へ加入した被保険の国民

健康保険喪失手続きが迅速に行われるよう指導すること。 

《対応措置の内容》 

  年金の資格喪失リストから国保加入者で、国保の資格喪失手続きをおこなっていない者をリ

ストアップし、対象者の名簿を作成し管理を行うとともに、資格喪失勧奨通知の発送を行う(何

回も。）その後も手続きを行わない者に電話催促。また、臨時徴収員による訪問指導を行ってい

る。 

  広報、ホームページにも手続きを行うよう掲載。日曜窓口を開設し、平日来られない方への

利便性を図った。 

  平成 20 年度 273 名に通知し、212 名手続終了、平成 21 年度 9 月末までに 193 名に通知し、

135 名は手続を終了したが、約 100 名は、手続に応じてもらえない。(通知が返送されてしまう。

電話が使われていない。住所地に住んでいる様子がない。 等) 

《指摘要望事項③》 

  特定健康診断の受診率向上に向けた取り組みを図ること。 

《対応措置の内容》 

  ①今年 1月、平成 21 年度の「健診希望調査」を実施し、各種健診及び人間ドックの希望を募

った。その際、｢健康希望調査｣が未回答だった者、40～43 歳に絞り 1,500 人に対し、「未回答

の理由」また「特定健康診査の認知度」、「未受診の理由」、「どのようにしたら受診したいと思

うか」等の内容のアンケートを 9月 30 日に郵送にて実施した。10 月 16 日が締め切りで現在集

計作業中。それらの集計を分析し、要望等を協議検討し平成 22 年度の健診を少しでも魅力ある

ものにし、更なる受診率向上につなげていきたい。 
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  ②集団健診は平成 21 年度において 4月 27 日の一宮町の「一宮保健センター」を皮切りに 12

月 12 日「八代総合会館」の予備日まで、各地区 8会場延べ 47 日間に渡り現在実施している。 

  しかしながら限られた日程、日時の為都合がつかない方も多いのが実情である。 

  そこで、より多くの方が受診しやすい環境を作るため、選択肢の一つとして平成 22 年度より

笛吹市医師会の協力を仰ぎ「個別健診」の導入を検討している。月に一度開催されている笛吹

市医師会定例会に既に 2 回出席させていただきお願いをしてきた。医師会の中から 3 名の先生

に委員になっていただき「平成 22 年度個別健診導入」に向けての協議を小委員会として 6 月、

7月、9月に行ってきた。単価等市の方針も出たため 10 月 15 日に行われた笛吹市医師会の定例

会において「個別健診の意向調査」のお願いをしてきた。返事は 10 月 30 日までとし、その後

了解を得られた医療機関に集まってもらい「個別健診の実施時期」等詳細な部分についての協

議を 11 月中にしていきたい。 

  ③平成 20 年 4 月から始まった「特定健康診査・特定保健指導」という新しい健診制度がまだ

まだ認知されていないため、その制度をより多くの市民の方に知ってもらうため市の広報に 3

回の掲載をして制度の啓発を図ってきた。また、「特定健診を受けましょう」のチラシをつくり

各支所にお願いをし、回覧を行った。区長会にも出向き区長さん方に「特定健康診査」とは？

の話や今からでも間に合うので健診を受けていただくようお願いをした。 

  ④笛吹市商工会に「特定健診を受けましょう」のチラシを 9月の配布物の配布時に会員 1,700

人分全配布をお願いした。また笛吹市医師会の 9月の定例会においても各医療機関の窓口に「特

定健診を受けましょう」のチラシをおいていただくよう依頼した。 

 

 

９ 指定事項の回答について 

  本監査において、監査委員が指定した事項（指定事項調書）については、その現

状及び今後の方針が以下のとおり回答された。 

 

【市民活動支援課】 

《指定事項①》 

  市民ボランティア・ＮＰＯ助成事業の採択要件と実績状況について 

《現状及び今後の方針》 

  ●市民ボランティア・ＮＰＯ助成事業は、地域振興基金の運用益を活用した助成事業として

平成 19 年度より実施している。 

  ●笛吹市市民ボランティア団体、ＮＰＯ法人助成金交付要綱に基づき①ＮＰＯ法人設立に対

する経費、②活動継続に必要な経費(活動周知のための経費)、③活動活性化のための経費(市民

を対象とした講座の開催経費)を助成している。 

  ●助成実績は、H19 が 5 件(450,000 円)、H20 が 4 件(350,000 円)、H21 は現在 2 件(150,000

円)となっている。 

  ○H21.10 現在の市内のＮＰＯ法人認証数は 15 法人(内閣府認証含む)であるが、活動状況に

ついては県、内閣府への事業報告によるため正確に把握できていない。 

  ○ボランティア団体については、把握する対象となる団体定義が曖昧であるため市社会福祉

協議会との情報提供によれば 70 団体ほどであるが、これ以外にもごみ減量課におけるアダプト
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プログラムや市民活動支援担当の花のまちづくり実施団体などの他にも潜在的な市民活動団体

は多く存在すると考えられる。 

  ○市民活動団体の把握について、今後はよっやばるネット笛吹の普及啓発により利用団体を

広める取り組みを通じて潜在化した市民活動団体の顕在化を図るとともに、活動内容の把握や

ネットワーク化への取り組みを強めていく。   

《指定事項②》 

  市民協働講座･活動支援講座の実績状況について 

《現状及び今後の方針》 

  ●市民協働の啓発を目的とした取り組みは、H19、20 年度職員公開研修、気づきを目的とし

た「老いの風景」公演、地域づくり支援講座、市民活動支援講座などを実施してきた。 

   ●H21 年度の取り組みとしては、市民活動支援講座の中で「よっちゃばるネット啓発講座」「組

織運営支援講座」「ファシリテーション講座」「地域づくり支援講座」「地域づくり市民視察」の

他、市民協働職員研修の公開講座を計画している。 

  ●H21 年度の講座は、既に終了した「よっやばるネット啓発講座(計 5回)が延 38 名の参加で

あった。他の講座等は、広報、ホームページでの広報の他、全ての行政区、関係者に通知し、

現在参加募集中である。 

  ○市民協働は、今後の暮らしやすい地域社会をつくるために市民と行政が共に力を合わせて

取り組む新しい公共作りの手法であり、市民にとっては地域自治を再構築するための手法でも

ある。地域づくりをどのような視点で、誰が主体となって行っていくことが市民にとって満足

できるものになるのか、「なぜ･どうして」「だれが」「どうやって」実現するのか、市民自身が

気づき、行動を起こすことが重要であることから、「市民協働」「地域づくり」「市民活動」など

のキーワードを通じた啓発、促進を続けていく。 

  ○課題となるのは、周知、啓発の効果であるが、全ての市民の同意や理解を得ることは困難

であるが、地域社会の将来像への危機感や市民の自発性による地域自治と行政の役割の分担に

目を向けられるような、成功例や達成感を作っていく必要がある。 

  ○「市民協働」は、市の全ての業務で取り組むべき施政方針(総合計画)の柱であり、その達

成度や働きかけにおいても、常に着目して取り組むべきものとして職員研修も実施していく。 

《指定事項③》 

  笛吹市男女共同参画推進条例制定の経緯と進捗状況について 

《現状及び今後の方針》 

  ●国では男女共同参画社会の実現を 21 世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け

(男女共同参画社会基本法前文)、平成 11 年 6 月に男女共同参画社会基本法(以下、「基本法」と

いう。)を制定した。基本法では、男女の人権の尊重、社会における制度又は慣行についての配

慮、政策等の立案及び決定への共同参画、家庭生活における活動と他の活動の両立、国際的協

調の 5 つの基本理念を定め、基本理念に基づく男女共同参画社会づくりのための施策に取り組

むこと及び地域の特性を活かした施策を展開することを地方公共団体の責務と位置づけている。 

  ●合併後、旧町村がそれぞれの地域の特性を勘案した固有の男女共同参画計画を策定し、施

策を実施していた経過を踏まえ、男女共同参画委員会を組織し、平成 18 年 3 月に旧町村の既成

の計画を土台とした男女共同参画プラン“輝け男女 笛吹プラン”を策定した。 

  ●平成 19 年度、プランの推進、検証及び評価を行うために男女共同参画委員会は、男女共同
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参画推進委員会(以下、「推進委員会」という。)に発展的に組織変更を行い、プラン推進を進め

ているが、本市プランには、人権意識を高めるための教育の推進、男女差別のない働きやすい

環境づくり、健康で安心して暮らせる環境づくり、男女が互いに豊かに生活でき、活動しやす

い地域づくり、男女共同参画を進める体制づくりの 5 つを基本目標に掲げて、それぞれの基本

目標に 2 から 3 の重点目標を置いている。男女共同参画を進める体制づくりの重点目標に「男

女共同参画推進条例の制定」が置かれていることから、平成 20 年 7 月、推進委員会では、条例

検討委員会を推進委員会の特別部会として設置した。山梨学院大学法学部 山内幸雄教授から

の示唆をうけながら 30 回に上る検討を重ね、平成 21 年 5 月 26 日に「笛吹市男女共同参画推進

条例(案)」が市長に提案された。 

  ○市では、この提案を受け、男女共同参画推進条例を検討するための「男女共同参画推進条

例庁内検討委員会」を平成 21 年 7 月 29 日に組織した。庁内検討委員会では、条例案の検討を

行うにあたり、山梨学院大学法学部 山内幸雄教授の男女共同参画の基礎知識及び良い条例づ

くりのための検討方法の講演を受講した。現在、推進委員会から提案された条例案を基に検討

を重ねている。 

 ○一方、推進委員会では、平成 21 年 6 月から新委員を迎え、条例案の考え方を市民に啓発して

いくための条例委員会を委員 21 人で組織した。学習会を重ね、条例委員の理解が深まった段階

で市民への啓発を行っていく。今後は、庁内検討委員会及び推進委員による条例委員会それぞ

れの検討に見通しが立った段階で合同検討を予定しており、実効性のある条例に向けて取り組

む予定である。 

 

 

【戸籍住民課】 

《指定事項①》 

  住基カードの年度別利用状況（設置施設別）と今後の設置予定について 

《現状及び今後の方針》 

  設置場所別交付件数  

設置場所 H19 H20 H21(9 月まで) 

本庁舎 1,233 8,307 6,625 

スコレー 78 341 271 

御坂図書館 124 290 253 

一宮図書館 85 223 166 

八代支所 158 404 313 

境川支所 63 229 138 

春日居図書館 78 189 139 

合 計 1,819 9,983 7,905 

  今後の設置予定については、情報政策課との調整が必要であるが、戸籍住民課としては予定

はない。 

《指定事項②》 

  休日窓口の利用状況(平日との利用率の比較等)について(昨年から現在まで) 
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《現状及び今後の方針》 

  平成 19･20･21 年度平日･土日祝日利用状況 

 交付件数 利用率比較(％) 

年度 平日 土･日･祝日 平日 土･日･祝日 

平成 19 年度 1,715 104 94.3 5.7 

平成 20 年度 9,338 645 93.5 6.5 

平成 21年度(9月まで) 7,374 531 93.3 6.7 

 

《指定事項①》 

  ミックスペーパー、その他プラの分別排出と可燃ごみの減量状況について 

《現状及び今後の方針》 

  ミックスペーパー･その他プラの分別排出については市民の理解協力を得る中で徹底さ

れつつある。しかし可燃ごみの組成調査を行う中で更なる協力が必要のことから地区に出

向いての分別説明会においてピンポイントの指導も行っている。 

  これらのことから、可燃ごみの減量については昨年同期を上回る減量結果が出てきてい

る。(基準年対比約 30％減量) 

  尚、来年度より排出者の利便性及び分別排出の協力を得ることを目的に市内全域におい

て概ね 100 世帯に１か所の割合でミックス・その他プラの排出場所を増設予定である。 

《指定事項②》 

  太陽光発電事業の申請状況について 

《現状及び今後の方針》 

  9 月末現在においての申請件数は 28 件である。昨年度実績件数が 47 件であったことか

ら大きな変化は見受けられない。しかし、国においての補助制度(70 千円/1kW)の確立と合

わせ買電価格の高騰により今後申請件数の増加は予測される。 

  笛吹市においても、今年度で単独補助制度が終了するわけだが、自然エネルギー活用が

環境負荷の低減に結びつくことから引き続き補助制度を継続する。 

《指定事項③》 

  バイオディーゼル燃料精製事業の実績(旅館、ホテルからのアンケート結果及び回収状況)と

検証について 

《現状及び今後の方針》 

  ＢＤＦ燃料の精製量は 9月末日現在において約 5,500ℓであり順調に収集及び利用がなされて

いる。昨年度、市内の旅館･ホテルも対象としたことから、旅館温泉組合加盟 41 事業者に使用

量及び処理費用･今後のＢＤＦ事業への取組についてアンケートを実施した。回収率は約 3割と

少なかったものの内容についてはすべて肯定的なものだった。 

  このことから、2 事業者についてモデル事業排出事業所にお願いし現在に至っている。収集

量は 630ℓとなる。 

  今後、ＢＤＦ検討委員会を開催する中で車燃料以外の利用方法(ボイラー燃料)としての検討

も加え事業所の増を考えている。 
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【国民健康保険課】 

《指定事項①》 

  特定健康診査の実施状況について 

《現状及び今後の方針》 

  集団検診は 4月 27 日の一宮町を皮切りに芦川、石和、春日居、御坂、境川が終わり 10 月 20

日現在八代地区を実施している。今年度は 8会場 47 日間にわたり実施し、八代地区の最終日(10

月 24 日)の後は主に社会保険加入者を対象に各地区において実施する予定となっている。また

12 月 12 日には国保加入者全地区の予備日として八代総合会館において実施する。これまでの

受診実績は、一宮、芦川、石和、御坂は何れも昨年を上回っているが、春日居、境川は昨年を

下回っている状況で、特に境川地区は 10 月 8 日の台風の影響でその日の健診を取りやめ振り替

えを 11 月 26 日にしたためその日の受診率に期待したい。また人間ドックにおいても現在、10

ヶ所の医療機関において実施中(6/1～12/31)であるが、ここにきて満員で断られる医療機関が

３ヶ所程出てきている。期間が限定されるため年明けまでして欲しいとの要望もあるが、結果

表、費用請求、後の保健指導のことを考えると難しくドックの対象年齢のことも含め今後の検

討課題にしたい。 

《指定事項②》 

  保険料滞納対策状況について 

《現状及び今後の方針》 

  20 年度より、税収納担当が収税課へと移行となった。保険税については、制度を支える柱で

あり、今後、収税課との連携をとりながら収納対策を強化していく。 

  ①収税課と連携により納付相談･納付指導の徹底 

  ②平成 21 年 10 月より臨時徴収員による戸別訪問の実施 

  ③居所不明者及び社会保険移行者リスト作成による喪失処理、抹消処理の実施 

  ④収税課と協力しての収納強化月間の実施による戸別訪問･電話催促の実施 

  ⑤短期保険者証･資格者証の発行基準の見直しと実施 

  ⑥平成 21 年 4 月より、コンビ二収納の実施 

  ⑦平成 21 年 9 月より、日曜窓口の開設 


